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１．はじめに  

 圧密促進工法では，載荷区域についての各種地盤計測は実施するが，その周辺区域については計測事例が報

告されることは決して多くない．こうしたことから今回採用した大気圧工法においても周辺地盤に及ぼす影響

について定量的に予測することが難しかった．そこで，大規模造成工事で部分的に導入した大気圧工法につい

て，圧密の進行を把握するため，載荷区域内で実施した計測と併せて周辺区域における影響を確認するために

実施した 3次元的観測の結果について，以下にその概要を報告する． 

２．工事概要 

本宅地造成工事は，総面積が 31.4ha あり，そのなかに層

厚約 10m の有機質土を主体とした地盤が堆積している区域

があることから，載荷盛土工法による地盤改良工事が計画

されていた．しかし，工程短縮の要請から，クリティカル

となっていた計画河川と計画道路との交差部付近の地盤を

早期に安定させなければならなくなり，急速かつ高品質な

圧密促進が可能な大気圧工法を導入することとした． 

これに引続き，工事最終段階で残った計画河川に沿って

予定されていた載荷盛土工法適用区域についても，余分な

盛土材を省略するため，大気圧工法を採用することとした．

採用に際しては，既存構造物や隣接住宅に対する影響度合

いを事前に把握する必要があり，予め，交差部の施工時に

周辺地盤の変位について定点観測を実施した．     図 1 全体概要 

３．地盤構成 

 現場周辺の地盤は，上から表土，有機質粘土，厚い泥炭，有機質粘土，黒泥，などが基底の砂礫層の上に約

10m 堆積した地盤で，この泥炭（沖積腐植土層）が主圧密対象層である．土性的には，未分解の有機物を主体

として少量の粘土を混入するが，下部では粘土が卓越して黒泥状となる部分と不均質に細砂を混入する部分が

ある．物性としては N値 0～1，単位体積重量 γ t=10.8kN/m3，粘着力 c=16kN/m2，含水比 wn=440%である． 

４．大気圧工法の概要 

 目標沈下量は嵩上げ盛土荷重，宅地荷重とこれらによって生じる沈下量相当の盛土荷重を考慮し 91.1cm と

した．また，目標沈下量を発生させる荷重と大気圧工法で可能な載荷重（（60 kN/m2+サンドマット荷重（9 

kN/m2））を比較し，載荷期間を 60 日として検討を行った．その他の仕様，設備類については，以下のとおり

とした． 

施工面積  約 2750m2 真空駆動装置 真空ポンプ 2 箇所 

ドレーンピッチ □1000mm  遮断防護工 鋼矢板Ⅲ型 L=5～11m 535 枚 

計測工 地表面沈下，層別沈下，間隙水圧 定点観測 周辺区域の測量（地表面水平鉛直変位） 

 キーワード 圧密促進工法，大気圧工法，周辺変位 
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５．計測 

1)自動計測 

圧密度の把握と品質管理を目的として，メインとなる計測地

点を 6箇所，サブとなる計測地点を 9箇所，計 15箇所について

以下の構成で配置，計測した（図 4）． 

メイン ：No.1～6（層別沈下，間隙水圧） 

 T1,4,5,7,11,12（地表面沈下） 

サブ ：T2,3,6,8,9,10,13,14,15（地表面沈下） 

2)定点観測 

大気圧による地盤の引込みやはらみ出しの傾向を把握     図 2 自動計測 

するため，対象区域周辺において 3 次元的に定点観測を

行った．  

3)経過管理 

自動計測では，常に沈下傾向を把握し，事前計算にフ

ィードバックすることで，的確な圧密管理につとめ，真

空ポンプの停止時期を決定した． 

また，自動計測と並行して行った定点観測では，工事

と周辺地盤への影響との関連性について明確にするため，

圧密完了後も継続的に計測を行って，リバウンド等の傾

向についても確認した．        図 3 定点観測 

６．周辺への影響  

図 4に示すとおり，水平変位は対象区域に近いほど大き

くなり，遮断防護の有無等諸条件によって値が異なるもの

の，対象区域に近いところでは最大 200mm 前後の水平変位

となり，対象区域から 10～15m まで離れると 20mm まで減

少した． 

鉛直変位については，水平変位と同等～半分程度の値が

確認され，周辺部については，水平方向の変位が主で，対

象区域側に引込まれる傾向が見られた． 

また，遮断防護として打設した鋼矢板は，それ自身の剛

性が地盤の変形に対して抵抗することで，影響抑制として

の効果が十分あることが確認できた．しかし，圧密促進完

了後に鋼矢板を引抜いたところ，地盤に変位が発生し，鋼

矢板未施工部に近い変位となった．このことから，一時的

な遮断防護としての鋼矢板の採用や，完了後の撤去も地盤

安定に関する重要な要素の 1つであることが確認できた． 

７．おわりに 

 今回は，大気圧工法実施時の周辺区域への影響について

のデータを得ることができた．今後，これらのデータを都

市部等の近接施工に活用することで，より安全で経済的な

施工につなげるとともに，本工法の普及につながれば幸 

いである．       図 4 自動計測と定点観測位置 
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<単位:mm>

観測日 X方向変動量 Y方向変動量 直線移動距離 高さ変動量

初期値 0 0 0.0 0
H15/10/25 -28 -23 36.2 -17

10/27 -23 -19 29.8 -7
10/29 -48 -47 67.2 -23
10/30 -54 -60 80.7 -26
10/31 -58 -66 87.9 -25
11/4 -83 -104 133.1 -38
11/8 -96 -111 146.8 -46

11/11 -103 -127 163.5 -55
11/14 -104 -135 170.4 -58
11/18 -107 -140 176.2 -64
11/21 -111 -142 180.2 -69
11/26 -113 -146 184.6 -72
11/28 -115 -146 185.9 -74
12/5 -119 -145 187.6 -74

12/12 -112 -138 177.7 -69
12/19 -102 -130 165.2 -59
12/26 -99 -133 165.8 -55
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